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はしがき

日本国内の「超富裕層」（純金融資産保有額が 5 億円以上の世帯）は

11万8,000世帯、全世帯のわずか0.2％ほどにすぎません (2023年推計、

野村総研富裕府調査）。この希少性から、富裕層の離婚に精通する弁護士は

限られ、十分な経験を積む機会も少ないのが実情です。

富裕層の離婚問題は、財産分与、会社経営、事業承継、税務といった

複雑な課題が絡み合う分野です。

弁護士業界では、特に離婚問題と企業法務とは別々に専門分化されて

いる傾向がありますが、これらを適切に解決するには、両面を横断的に

捉える視点が求められます。

加えて「生活費100万円は多すぎるのか」「財産分与 3 億円は妥当な

のか」といった問いに答えるには、法律知識だけでなく、富裕層世帯の

生活感覚や特有の事情への理解も求められます。

筆者が代表を務める岩崎総合法律事務所は、こうしたニーズに応える

ため、富裕層の離婚問題に特化した取組みを続けています。

本書の目的は、富裕層の離婚における特有のリスクやポイントを伝

ぇ、読者が適切な対応を取れるようにすることにあります。そのため

に、これまでの業務経験において培った実務上の細かな知識や勘所を惜

しみなく盛り込むことに努めました。

また、本書には、富裕層世帯に属する個々人が予測不能な混乱から少

しでも解放されることを目指す思いを込めています。富裕層世帯の離婚

問題は、裁判官ごとの判断のばらつきによって、結論が大きく分かれる

場合が少なくありません。その結果、離婚の当事者のみならず、子や親

族、さらには企業やそのステークホルダーに至るまで、広範囲にわたる

関係者に混乱が生じ、場合によっては社会的な問題に発展することもあ

るからです。

富裕層特有の課題は、時に「贅沢な悩み」と誤解されがちです。

しかし、実際には、筆者がこれまで携わってきたクライアントの皆様



いずれも、孤独や葛藤、そして責任を背負いながら、課題解決に向き

合っています。

本書が、そのような課題解決の一助となり、読者の皆様が新たな一歩

を踏み出すための道標となることを心より願っています。

2026年 9 月

弁護士岩崎隼人
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(2) 持株会について 478 

匝相続対策として持株会に株式を譲渡した場合、財産分与には

どう影響しますか 478 

固有償による承継の論点 479 

(1) 取得原資の問題 479 

＠有償で承継した財産は、財産分与の対象となるのでしょうか―-479

＠高額な役員報酬を受領していますが、この役員報酬は特に

稼働なく親の法人から受け取ったものです。このような

贈与に類する事情は財産分与で考慮されますか 480 

(2) 代金が廉価である場合 481 
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困l 持株会社に関係する論点 482 

＠持株会社の株式は、財産分与でどのように扱われますか 482 

固承継後の支配権確保の仕組みに関係する論点 484 

(1) 支配権確保の方法 484 

◎株式を後継者に移転している場合は、支配権も後継者に

移転しますか 484 

(2) 種類株式について 485 

◎事業承継後の支配権確保のために種類株式の発行を検討して

います。財産分与には影響がありますか 485 

(3) 属人的株式について 487 

＠属人的株式とは何ですか。また、財産分与にはどのように

影響しますか 487 

(4) 信託について 488 

匝l 事業承継で信託を活用した場合、財産分与はどうなりますか―-488

困承継した株式の評価額 490 

◎親力‘ら承継した株式は、財産分与でどのように評価されるの

でしょうか 490 

＠親族の援助によって会社の価値が向上した場合、財産分与では

考慮されますか 491 

コラム21 フィランソロピー•寄附と財産分与 493 

第 3 他の親族からの影響 495 

田 ファミリーガバナンスの影響 495 

＠ファミリーガバナンスは、後継者の離婚にどのような影響を

与えますか 495 

臣l 他の親族からの影響•干渉 496 

＠創業者である父が圧倒的な権力を握っています。私の離婚において、
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〒;11111 M&A に成功した方の離婚 I 

第 1 M&A の手続と財産分与の論点

田 M&A の流れと財産分与のポイント

IQ] M&A 手続の中で、財産分与に関係する重要ポイントは

どのようなものですか

② アーンアウト条項

501 

501 

501 

503 

◎アーンアウト条項は、財産分与にどう影響しますか 503 

団分割払い条項 505 

◎ M&A の対価が分割払いとされている場合、財産分与に

どう影響します力‘

困エスクロ一条項

505 

506 

◎ M&A におけるエスクロ一条項は、財産分与にどう影響します力‘--506

第2 M&A 後に付与されるストック・オプション等の
財産分与 508 

[Q) M&A 後に付与されたストック・オプションは、財産分与の対象に

なりますか 508 

第 3 M&A が生じさせる特有財産や婚姻費用の論点 510 

◎ M&A 後の財産分与では、特有財産の立証は難しくなる

のでしょうか 510 

[Q] M&A 後の生活水準の変化は、婚姻費用にどう影響しますか 511 

コラム23 高価なプレゼントは財産分与の対象になるの力‘ 512 

第7章 外資系企業勤務者の離婚 I 
第 1 エクイティの問題 517 

＠非上場の外資系企業における、エクイティ報酬の特徴は何です力‘一 517

＠非上場の外資系企業のエクイティ報酬を財産分与の対象とする場合｀

どのような情報収集が必要ですか 518 

＠社内規程や契約内容と、実際の運用が一致しないことはあります力‘-519

第 2 ボーナス・株式報酬と婚姻費用の問題 520 
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＠外資系企業特有のポーナスや株式報酬は、婚姻費用算定に

どのように影響しますか 520 

匝外資系企業勤務の場合、収入の変動が大きいこともあります。

収入変動は、婚姻費用や財産分与ではどのように考慮されます力‘一 521

＠退職によって、基準日に存在した RS が消滅した場合、

その RS は財産分与の対象にならないのでしょうか

第 3 単身赴任の問題

匝単身赴任中に夫婦関係が悪化した場合、財産分与の基準日は

いつになりますか

522 

524 

524 

第 8章 ファンド投資家 (LP) 、ファンド運営者I
, (GP) の離婚 一

コラム24 ファンドの組成から清算に至るまでの流れ 528 

第 1 ファンド投資家 {LP) の離婚 530 

◎ファンド投資家が離婚する場合、財産分与で特に重要な点は 530 

田持分の評価と換価性 531 

匝l ファンド持分は処分が禁止されているようですが、それでも

財産分与の対象となりますか。また、処分できない事情は

評価に影響しますか 531 

＠ファンドの存続期間が長期で、今後得られる利益が確定しない場合、

財産分与はどうなりますか 533 

図l 利益分配等 535 

(1) 追加出資手数料収入

◎新規投資家の参加によって発生した手数料収入は、財産分与の

対象になりますか

535 

535 

(2) LP クローバック 536 

IQ] LP クローバックが発生した場合、財産分与はどうなりますか一―-536

(3) パススルー課税 538 

＠ファンドはパススルー課税と聞きましたが、財産分与との関係で

留意すべき点を教えてください 538 
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第 2 ファンド運営者 (GP) の離婚

田持分の評価と換価性

540 

540 

＠ファンド運営者の持分は、財産分与でどのように扱われますかー 540

図 GP の報酬、利益の扱い 541 

回ファンド運営者の報酬にはどのような種類があり、どのように

決定されますか 541 

◎ファンド運営者が受領した管理報酬で、別居後にクローバックが

発生した場合、財産分与はどうなりますか 546 

＠成功報酬の計算対象期間中に別居した場合、財産分与には

どのような影響がありますか 548 

回投資先からの報酬受領によって、別居前に組合財産から受領した

管理報酬の減額調整が行われましたが、財産分与にはどのような

影響がありますか 549 

第9 章 不動産オーナーの離婚 I 

第 1 不動産の管理方法の問題

＠婚前に取得した不動産やその賃料収入は、財産分与の対象に

なりますか

匝l 会社名義で不動産を保有している場合、その不動産そのものが

財産分与の対象になることはありますか

＠不動産を保有する会社の株式は、財産分与でどのように

評価されますか

第 2 代々受け継ぐ不動産の扱い

554 

554 

555 

556 

557 

匝l 婚姻期間中に相続した不動産は、財産分与の対象になりますかー 557

匝l 子どもが株主となっている会社に不動産を所有させている場合、

その不動産や会社は財産分与の対象になりますか 558 

第 3 ローンとの関係 560 

匝l 婚前に購入した不動産のローン返済を特有財産から行っている場合、

その不動産は特有財産になりますか 560 

＠不動産を現物分与する場合、ローンの残伯はどうなりますか 561 
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1 第10章 有名人・芸能人の離婚 I 

第 1 芸能人・有名人の収入と資産の特徴

田特徴的な収入源等

564 

564 

＠芸能人・有名人の収入で特に注意すべき点はどのようなものです力‘-564

＠芸能人が個人会社を経営している場合、婚姻費用の互定で

注意すべき点はどのようなものですか

臣特徴的な資産

＠芸能人・有名人の離婚では、 SNS アカウントや

動画配信アカウントはどのように扱われますか

第 2 高額な慰謝料とその箕出方法
◎芸能人・有名人の離婚における慰謝料には、どのような特徴が

565 

565 

565 

568 

ありますか 568 

第 3 本人・家族・子どものプライバシー・名誉の保護―-570
＠有名人・芸能人の離婚において、プライパシーや名誉を守るには

どうすればよいですか 570 

1 第11章 デイトレーダーの離婚 I 

第 1 変動する時価の問題

＠デイトレーダーの離婚では、別居時に保有していた有価証券は

どのように評価されますか

◎デイトレーダーの離婚で、別居後に有価証券の価値が下落した場合、

574 

574 

財産分与はどうなりますか 578 

＠長期間の別居後｀有価証券の価値が上昇した場合、そうした価値上昇

分も取り込んだ上で、財産分与の割合は50％になるのでしょう力‘一 579

第 2 特有財産性の立証の問題 582 

匝運用資金が婚前のものであっても、財産分与の対象になるのでしょう力‘-582

第 3 変動する収入の問題 583 

＠デイトレーダーの婚姻既用は、どのように互定されますか 583 
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凡例

■法令等の略称

憲法 日本国憲法

金商法 金融商品取引法

開示府令 企業内容等の開示に関する内閣府令

通則法 法の適用に関する通則法

一般法人法 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律

租特法 租税特別措置法

■判例集等の略称

民録 大審院民事判決録

民集 最高裁判所民事判例集

集民 最高裁判所裁判集民事

下民集 下級裁判所民事裁判例集

家月 家庭裁判所月報

家判 家庭の法と裁判

行集 行政事件裁判例集

金判 金融・商事判例

判時 判例時報

判夕 判例タイムズ

■判決等の略称

最（大） 最高裁判所（大法廷） 大 大審院

高 高等裁判所 地 地方裁判所

家 家庭裁判所 支 支部

判 判決 決 決定

審 審判

（例）広島高等裁判所岡山支部判決………広島高岡山支判
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■主要文献の略称（五十音順）

秋武＝岡 秋武憲一、岡健太郎編著『離婚調停・離婚訴訟〔四訂版〕（リー

ガル・プログレッシブ・シリーズ第 7巻）」（青林書院、 2023年）

LNF 外国人ローヤリングネットワーク編「実践Q&A 142問 渉外家

事事件の実務 LNF メーリングリストから」（日本加除出版、 2024

年）

大森 大森啓子「分与対象財産と分与割合に関する考察ー裁判例を通し

て」道垣内弘人ほか編『家事法の理論・実務・判例 4」（勁草

書房、 2020年）

岡 岡健太郎「蓑育費・婚姻費用算定表の運用上の諸問題」判例タイ

ムズ1209号 4頁 (2006年）

会社法コン 江頭憲治郎編「会社法コンメンタール 1 総則・設立（1)」（商事

メ(1) 法務、 2008年）

会社法コン 江頭憲治郎・弥永真生編『会社法コンメンタール10 計算等(1)j

メ (10) （商事法務、 2011 年）

片岡① 片岡顕ー「離婚訴訟の審理モデル感」ケース研究351号37頁 (2024

年）

片岡② 片岡顕ー「離婚訴訟の審理の実情と留意点」ケース研究352号39

頁 (2025年）

研究会提案 東京・大阪養育費等研究会「筒易迅速な蓑育費等の算定を目指し

て一蓑育費・婚姻費用の算定方式と算定表の提案ー」判例タイム

ズ1111 号 (2003年）

実証的研究 司法研修所編「蓑育費、婚姻費用の算定に関する実証的研究j

（法曹会、 2019年）

実情 小河原寧編著「人事訴訟の審理の実情〔第2 版〕」（判例タイムズ

社、 2023年）

渉外家事事 渉外家事事件研究会編『Q&A 渉外家事事件の実務と書式J （民事

件研究会 法研究会、 2020年）

新算定表マ 日本弁護士連合会両性の平等に関する委員会編著『蓑育費・婚姻

ニュアル 費用の新算定表マニュアル～具体事例と活用方法～」（日本加除

出版、 2017年）

新注民 二宮周平編「新注釈民法（17) 親族（ 1)」（有斐閣、 2017年）

xxxii凡例



審理モデル 東京家庭裁判所家事第 6部「「東京家裁人事部における離婚訴訟

の審理モデル」について」 (2025年 4 月 26 日）

大門＝木納 大門匡、木納敏和「離婚訴訟における財産分与の審理・判断の在

り方について（提言）」家庭の法と裁判10号 6 頁（2017年）

逐条解説 金子修編著「逐条解説 家事事件手続法〔第 2 版〕」（商事法務、

2022年）

東京家事事 東京家事事件研究会編『家事事件・人事訴訟事件の実務～家事事

件研究会 件手続法の趣旨を踏まえて～」（法曹会、 2015年）

沼田 沼田幸雄「財産分与の対象と基準」野田愛子ほか編「新家族法実

務大系第 1 巻 親族 [I] 一婚姻・離婚ー」（新日本法規出版、 2008

年）

野村総研 株式会社野村総合研究所「野村総合研究所、日本の富裕暦·超富

宮裕眉調査 裕恩は合計約165万世帯、その純金融資産の総額は約469兆円と推

計」 (202~こ 2 月 13日） (https://www.nri.com/jp/news/newsrelease/ 
20250213_ 1.html) 

蓮井 蓮井俊治「財産分与に関する覚香」ケース研究329号104頁 (2017

年）

法務省委託 公益社団法人商事法務研究会「蓑育費の支払義務者が自営業者等

研究 である場合における蓑育費額の算定の在り方に関する調査研究報

告書」 (2022年 3 月） (https:/ /www.moj.go.jp/MINJl/minji07 _ 
00298.html) 

松井 松井芳明「人事訴訟事件における財産分与の審理について（審理

の硬直化、長期化を避け、迅速かつ適正な解決を図るための方

策）」道垣内弘人ほか編「家事法の理論・実務・判例 4」（勁草

書房、 2020年）

松本 松本哲私「〔改訂版〕離婚に伴う財産分与一裁判官の視点にみる

分与の実務ー」（新日本法規出版、 2026年）

松本旧版 松本哲私「離婚に伴う財産分与一裁判官の視点にみる分与の実務

ー」（新日本法規出版、 2019年）

松本婚費 松本哲私「〔改訂版〕婚姻費用・蓑育費の算定一裁判官の視点に

みる算定の実務ー」（新日本法規出版、 2020年）

松本事例 松本哲私「事例解説離婚と財産分与一裁判実務における判断基

準と考慮要素ー」（青林書院、 2024年）
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松本即解 松本哲私「即解330問 婚姻費用・蓑育費の算定実務』（新日本法

規出版、 2021 年）

武藤＝野口 武藤裕一、野口英一郎「離婚事件における家庭裁判所の判断基準

と弁護士の留意点」（新日本法規出版、 2022年）

山本 山本拓「清算的財産分与に関する実務上の諸問題」家庭裁判月報

62巻 3号27頁 (2010年）

■拙著の略称

宮裕府の法務 岩崎隼人「宮裕屑の法務 ファミリー・資産・事業・経営者

報酬の知識と実務」（日本法令、 2022年）

株式報酬Q&A 岩崎隼人『株式報酬をめぐるトラブルの予防・解決の実務

Q&A ストック・オプション リストリクテッド・ストッ

ク パフォーマンス・シェア」（日本法令、 2024年）

ファミリーガバ 辻•本郷税理士法人ファミリーオフィス事業部、辻•本郷

ナンスガイド ファミリーオフィス株式会社、岩崎隼人『資産家のための

ブック ファミリーガパナンスガイドブック～相続・事業承継·資

産運用・ファミリーオフィス～」（東峰書房、 2025年）

本書の記述は、 2026年 9 月 1 日現在の法令等に依る。

なお、本書に引用した URL はいずれも2026年 9 月 1 日最終閲覧である。

本書の内容は、筆者が信頼できると判断した情報をもとに慎重に作成

しておりますが、内容に準拠して生じた結果に筆者は責任を負いかね

ます。実際の判断や行動に際しては、弁護士等の専門家にご相談くだ

さい。
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富裕層の離婚は、一般的な離婚とは異なる複雑な課題を伴います。

莫大な資産の分配、税務上の影響、事業への影響、さらには家族信託

や相続計画との調整といった要素が絡み合うこともあり、慎重な検討が

求められます。

本編では、第2編以降で解説するこうした富裕層特有の離婚問題を理

解するために、まず把握しておくべき基本的な事項を確認します。
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第 1 章

富裕層の離婚とは



第 1

離婚とは

田結婚

男女の婚姻意思が合致して夫婦になることを、法律上は「婚姻」と呼

びます。

一般的に「結婚」という場合、多くの場合は婚姻届を提出してする正

式な婚姻（「法律婚」といいます）を指しますが、あえて婚姻届を出さ

ずに事実上の夫婦となる場合もあります（「事実婚」や「内縁」といい

ます。コラム 1 、 7頁参照）。

法律婚は、婚姻の意思をもって届出を行い、夫婦関係を成立させる法

的手続です（民法739条～742条）。法律婚が成立すると、夫婦は同じ氏を

名乗ることになり（民法750条）、同居し、互いに協力し扶助する義務を

負い（民法752条）、貞操義務が課されます（民法770条 1 項 l 号）。さらに、

配偶者には相続権が与えられます（民法890条）。

結婚をして夫婦関係を形成することにより、ファミリーは拡大します

（法律上は、婚姻により配偶者とその一定の範囲の血族（姻族）との間

に親族関係が発生するという形で表現されますが（民法725条）、本書で

は、こうした法律上の親族関係の有無にかかわらず、社会的に家族とみ

られる結合体を「ファミリー」と表現します）。

ファミリーになることで社会的・経済的な協力関係や精神的活動の本

拠が形成され、人生が豊かになります。配偶者がファミリービジネスに

対して有形無形の貢献をしてもらえる場合には、ビジネスの発展も期待

できます。
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②
 

離 婚

一方で、夫婦関係も人と人の結合であるため、

あります。

その終着点の一つが「離婚」です。

離婚とは、法律婚の関係を解消する手続です。

離婚が成立すると、上記のような夫婦間の義務は消滅し、配偶者との

法律上の親族関係や配偶者の血族との姻族関係も終了し（民法728条 1 項）、

財産分与請求権が発生します（民法768条）。

離婚することを前提に結婚する人など、普通はいません。

しかし、実際には相当数の夫婦が離婚しています（厚労省「令和 4年度

「離婚に関する統計」の概況」においては、「およそ結婚した 3 組に 1 組が離婚している」

トラブルになることも
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と報告されています）。

そしてこれは、富裕層世帯にとっても例外ではありません。

固 人間関係やステークホルダーの視点

離婚は夫婦だけの問題ではありません。

単に夫婦の関係を終えるだけでなく、財産、子ども、生活環境なども

変化します。

次頁の表の例のように、精神的な側面だけでなく、経済的・社会的な

影響を伴い、特に富裕層世帯にとっては、資産管理や事業運営における

課題も深刻なものとなります。

特に子どもにとっては大きな負担となる可能性があります。富裕層世

帯の子どもは、私立学校や海外留学、習い事など、特定のライフスタイ

ルのもとで成長していることが多いため、離婚による環境の変化が大き

な影響を及ぼすことがあります。子どもが安心して生活できるよう、両

親が協力しながらケアすることが不可欠です。

また、親族との関係にも変化が生じることがあります。
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影響の種類 具体的な影響の例

家庭環境の変化
子どもとの関係性の再構築（親権、面会交流など）

生活拠点の分離（自宅の売却、別居など）

経済的影密
財産の分配による資産の目減り（あるいは増加）
生活費の増加（別居後の生活基盤の維持）

社会的影密
ビジネスやステークホルダーに与える影轡

社会的信用やブランド価値の低下

特に、資産管理や事業承継に関与する親族がいる場合、離婚によって

利害関係が対立し、親族間の対立へと発展することもあります。

さらに、富裕層の多くはビジネスオーナーですが、離婚はそのビジネ

スにも影響を及ぼします。離婚が会社の資本構成や経営の安定性に影響

を与え、取引先や従業員の信頼を揺るがす可能性があります。時にはス

テークホルダーに直接的な経済的損失を与えてしまう事態も起こりま

す。

また、離婚は、法律や経済の枠組みだけでは必ずしも解決できない、

強い感情が伴う問題です。

法的紛争でありながらも、その一方で、夫婦の感情の在り方が交渉の

行方を左右することも少なくありません。

離婚の合意が感情的な問題に深く関係している以上、当事者の感情を

無視して交渉を進めることは困難であり、感情を理解しながらも冷静な

解決策を模索することが必要になります。

こうした心理的な側面を理解し、適切に対処することが、円滑な解決

への鍵となります。

弁護士などのサポーターは、当事者である夫婦の感情の問題や、夫婦

個人の問題であるはずの離婚が様々な関係者に及ぼす影響を考慮しなが

ら、離婚問題に取り組む必要があります。
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E駒覧冒＇ そもそも結婚しなければ問題は起こらな

いのか？

「そもそも結婚しなければ、こうした離婚問題をめぐるトラプルは

生じないのか」といった相談を受けることがあります。そこで改め

て、「結婚とは何か」を考えてみましょう。

この相談での「結婚」とは、婚姻届を提出して法律上の夫婦になる

ことを指しています。本文中でも述べましたが、これを「法律婚」と

呼びます。

一方で、婚姻届を出さないものの、男女の間に夫婦としての実態が

ある場合を「事実婚」や「内縁」と呼びます。事実婚や内縁も広い意

味で結婚に含まれますし、法的にも婚姻に準ずる関係性であるとして

財産分与や慰謝料といった離婚に伴う問題が発生する可能性がありま

す。

要するに、「婚姻届さえ出さなければすべての問題が解決するか」

というと、そう形式的に割り切れるものではないということです。

詳細は第5編第2章631頁を参照ください。
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第 2

富裕層とは

田様々な「富裕層」の定義

本書は離婚の問題を扱いますが、特に富裕層にとっての課題にフォー

カスしています。

そこで、そもそも「富裕層」とはどのような人々を指すのでしょう

か。

富裕層の定義には様々ありますが、一般的には、金融ビジネスの文脈

で、金融資産や所得、事業規模などを基準に分類されることが多いで

す。富裕層は、英語で、 High-net-worth individuals (HNWI) とも表

記されます（超富裕唇は Ultra-HNWI とも表記されます）。

例えば、野村総合研究所では、日本の世帯を次頁の表のように資産額

ごとに分類し、各階層の世帯数及び保有資産規模を推計しています（野

村総研富裕眉調査）。

この分類は、「純金融資産保有額」（預貯金、株式、債券、投資信託、

一時払い生命保険や年金保険など、世帯として保有する金融資産の合計

額から負債を差し引いた資産）に基づくものです。不動産や事業資産は

含まれないため、実際の富裕層の資産状況とは必ずしも一致しないこと

に注意が必要です。また、稼ぐ力についても考慮しないものとなりま

す。

一方で、日本経済新聞の取材班が2015年当時に国税庁OB を取材し

たところによると、国税庁が注視する富裕層かどうかの判断には、様々

な基準が備えられており、例えば次のとおり、資産規模だけでなく所得
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【各階層の世帯数及び保有資産規模】

資産階層 純金融資産額 世帯数 保有資産規模

超富裕層 5億円以上 11.8万世帯 135兆円

富裕層
1 億円以上 153.5万世帯 334兆円

5億円未満

準富裕層
5,000万円以上 403.9万世帯 333兆円

1 億円未満

アッパーマス層
3,000万円以上 576.5万世帯 282兆円

5,000万円未満

マス層 3,000万円未満 4,424.7万世帯 711 兆円
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の多寡によっても判断していると報じられています（「国税照準「富裕府 2

万人」 10のマル秘選定基準課税強化でにらみ合い」日本経済新問 (2015年 9 月 3 日）

(https://www.nikkei.com/article/DGKKZ091289460TOOC l SA 9EA 1000/) 。

•経常所得の合計金額が 1 億円以上

・相続または遥贈による取得財産が5億円以上

•有価証券の年間配当等の収入金額が4,000万円以上

•貸金の貸付元本 1 億円以上

・貸家などの不動産所得が 1 億円以上

また、世界の超富裕層を調査する Altrata 社は、純資産が3,000万ド

ル (1 ドル150円換算で45億円）を超える個人を超富裕層と定義して

います (Altrata 「World Ultra Wealth Report 2026」 (2026年 7 月） (https:// 

altrata.com/reports/world-ultra-wealth-report-2026))。一方、博報堂は、世

帯年収が1,500万円以上の生活者を「インカムリッチ」と名付け、新し

い富裕層として定義しています（博報堂「新富裕贈“インカムリッチ”生活者調

査 」 (2024年 5 月31 日） (http s://www.hakuhodo.eo. jp /news/newsrelease/ 

110611/)) 。

このように、富裕層の定義は、金融機関、税務当局、調査会社や民間

第2 宮裕屈とは
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会社などが資産の種類や管理方法などに着目してそれぞれ異なる基準を

用いています。これらの基準は、各機関の目的や視点、ポジション・利

害関係によって設定されており、必ずしもあらゆる場面で妥当する普遍

的な基準ではありません。

例えば、金融機関は資産運用の観点から富裕層を分類し、マーケティ

ングやサービス提供のターゲットを決めています。一方、税務当局は課

税の公平性や税収確保を目的として、特定の所得や資産規模を基準にし

ています。

したがって、「富裕層」とは何かを一律に定義することは困難であり、

場面ごとに適切な視点を持つことが重要になります。

図 「離婚問題」における富裕層の特徴

それでは、本書のテーマである「離婚」の場面では、「富裕層」をど

のように定義すべきでしょうか。

この点、富裕層世帯の離婚問題においては、単にその世帯の資産や所

得が多いというだけではなく、会社への影響、職業の関係、資産の構成

や管理方法、事業・資産承継、税務リスクなどに対して、一般的な世帯

とは異なった、いくつかの共通した特徴を析出することができます。特

に、次のような要素が富裕層世帯における離婚に影響を与えます。

本書のテーマである「富裕層の離婚」は、当事者の資産や所得が通常

よりも多額であるということに加え、上述のような要素をどの程度有し

ているか否かという帰納的な観点から定義付けられるといってもよいで

しょう。
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要素 要素の詳細

•富裕層の多くは事業オーナーであり、離婚が事業運営

や資産管理に影轡を及ぼす可能性がある

経営者・事業 ・会社の株式や経営権が財産分与の影響を受け、事業の

オーナー 継続性に関する問題が発生する

・夫婦の問題であるはずの離婚が、会社を介して株主や
従業員など様々な関係者に影轡する

・保有する資産は不動産、金融資産、国外資産など多岐

にわたる

資産の多様性 ・流動性の低いものや単純な分割が難しいものもある

・市場価格がなく評価が難しいものも多い

・税務の影轡も問題になる

資産承継 ・次世代への資産移転や後継者への承継計画に影蓉する

•生活水準や教育費水準が高い

・離婚後の生活をめぐり、財産分与や婚姻費用をめぐる

生活水準 法的トラブルが複雑化する

•国内外の教育機関（インターナショナルスクール、留

学など）の学費やその負担割合の決定が論点になる
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第2章

富裕層の離婚において

重要な視点



第 1

財産分与に上限はない

富裕層の離婚では、婚姻費用や財産分与の額が高額になるケースが多

く、例えば、生活費として月百何十万円が妥当か、財産分与として何億

円が妥当かといった、一般世帯の離婚とは桁が違う数字で争点が論じら

れることも珍しくありません。

こうした金額が妥当かどうかを判断するには、いくつかの視点が重要

になります。

まず、生活水準の維持という点が挙げられます。

富裕層の生活費には、一般的な衣食住に加えて、ハウスキーパーや専

属ドライバーの雇用費など、特有の支出が含まれることがあります。

こうしたライフスタイルをどの程度維持する必要があるのかを考慮

し、適切な婚姻費用や扶養的財産分与を検討する必要があります。

次に、資産の構成も重要な要素です。

不動産や自社株といった流動性の低い資産を多く保有している場合、

財産分与の際に即座に現金化できないため、分与額や分与方法の決定が

難航することがあります。

資産の特性を踏まえた分配方法を検討する必要があります。

離婚における財産分与は、夫婦が築いた財産を公平に分けるための制

度ですが、一般の家庭だけでなく、資産家にとっても同じ原則が適用さ

れます。

どれほどの資産を持っていようと、財産分与には上限は存在しませ

ん。個々のケースによって分与額は決まります。

例えば、アマゾン・ドット・コムの創業者であるジェフ・ベゾス氏が

14 第 2章 官裕屑の離婚において重要な視点



2019年に離婚した際、元妻のマッケンジー・スコット氏に対して当時

の時価総額で計算すると推定約356億ドル（当時の日本円で約 3 兆

9,700億円）相当のアマゾン株式を譲渡したことが広く報道されていま

す（「ベゾス氏、アマゾンの筆頭株主維持 離婚調停成立で」日本経済新間 (2019年 4

月 5 日） (http s://www.n ikke i.com/ar ti cle/DGXMZ043365530VOOC 1 

9A4000000/)) 。

これは米国の事例ではありますが、日本でも同様に財産分与額が高額

となる事例があります。
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著者略歴

岩崎隼人（いわさき はやと）

弁護士（第二東京弁護士会）。

岩崎総合法律事務所を平成30年に設立。

富裕眉の離婚、相続・事業承継、ファミリーガバナンス、ファミリービジ

ネス法務を横断的に扱う。

とりわけ、ストック・オプションや RS 等の株式報酬については、設計か

ら運用、 トラブル対応まで一貫して手掛けており、株式報酬実務と離婚実

務の双方に梢通する専門家として活動している。

離婚は夫婦だけの問題ではなく、家族全体やファミリービジネスの問題で

もあることから、ファミリーガバナンスの考え方を応用し、離婚問題の解

決が全体最適となるよう志向している。

著書に「富裕府の法務J （日本法令、 2022年）、「賓産家のためのファミ

リーガバナンスガイドブック」（東峰書房、 2025年、共著）、「株式報酬を

めぐるトラブルの予防・解決の実務Q&AJ（日本法令、 2024年）、「税制

適格ストックオプションの教科書J （中央経済社、 2026年、共著）、ほか。

岩崎総合法律事務所

https:/ /law-iwasaki.jp/ 

翠
冨麗寧 IWAS/¥1(1 

GENERAL LAW OFFICE 




